
－１２９－

参　 考 　表



就業状態、　主な活動状態別

　　　人　　　口

 １５歳以上

総 　  数

  人　　口 通 学 の か た

わ ら 仕 事

男 平成25年 11088 6577 6311 6179 5284 126

女 26 11082 6587 6351 6211 5300 132

計 27 11077 6598 6376 6233 5316 135

平成25年 5349 3773 3610 3552 3425 64

男 26 5346 3763 3621 3563 3434 65

27 5344 3756 3622 3562 3431 67

平成25年 5738 2804 2701 2627 1859 62

女 26 5736 2824 2729 2648 1866 67

27 5733 2842 2754 2671 1885 69

農林業・非農林業、従業上の地位

男 平成25年 217 100 64 52 6094 453

女 26 209 96 60 53 6142 460

計 27 208 95 59 53 6168 448

平成25年 131 88 12 30 3479 326

男 26 126 83 12 30 3495 330

27 126 83 12 31 3495 324

平成25年 86 12 52 22 2615 127

女 26 83 13 48 23 2646 130

27 82 12 47 22 2673 124

－１３０－

主に仕事

年

総　　数 自営業主 家族従業者 総数雇用者 自営業主

総数

年

　                  労               働  　 　　　    力         　　

非

　　　　　　　　従　　　　　　業

                就                           業

総数

          農          林           業



１５歳以上人口（全国）
単位（万人・％）

　　　人　　　口

者  労 働 力  完  全

　者  完　　全

家 事 な ど の 休業者  失 業 者 人口比率  失業率
か た わ ら 仕 事

770 132 265 4506 1592 678 2235 59.3 4.0

779 140 236 4489 1549 675 2265 59.4 3.6

782 143 222 4473 1523 675 2275 59.6 3.4

63 59 162 1574 64 362 1149 70.5 4.3

64 58 141 1581 65 360 1156 70.4 3.7

64 60 134 1585 68 356 1160 70.3 3.6

706 74 103 2932 1528 316 1087 48.9 3.7

715 81 95 2908 1484 315 1109 49.2 3.4

718 83 88 2888 1455 318 1115 49.6 3.1

（非農林業雇用者については従業者規模）別就業者数（全国）　　　　　　　　　　　　　単位（万人）

総数 常雇 臨時雇 日雇 １～２９人 ３０～９９人
100～

４９９人

５００人以
上

110 5501 5039 384 78 1541 864 1021 1513

109 5542 5120 351 71 1533 861 1036 1542

103 5587 5172 346 69 1523 872 1059 1565

20 3117 2935 140 42 839 473 573 911

20 3128 2962 128 38 829 474 583 923

18 3135 2970 128 38 819 475 595 931

90 2384 2104 244 36 702 391 448 601

88 2414 2158 223 32 704 388 453 619

84 2452 2202 218 32 704 397 464 634

                        雇                 用                 者
家族従業者

　　           農                  林                   業

－１３１－

      非   労   働   力   人   口

家事 通学 その他総数



 

 

付１  労働力調査の概要 
 

１ 調査の目的 

労働力調査は，統計法に基づく基幹統計『労働力統計』を作成するための統計調査であり，我が国

における就業及び不就業の状態を明らかにするための基礎資料を得ることを目的としている。 

 

２ 調査の沿革 

この調査は，1946 年９月に開始し，約１年間の試験的期間を経て，1947 年７月から本格的に実施

している。その後，1950 年４月から統計法（昭和 22 年法律第 18 号）による指定統計調査として，2009

年４月から統計法（平成 19 年法律第 53 号）による基幹統計調査として実施している。 

また，1982 年には，地域別表章のための標本拡大，2002 年には，労働力調査特別調査を労働力調

査に統合する改正を行っている。 

 

３ 調査の範囲及び調査対象 

調査の範囲は，我が国に居住している全人口である。ただし，外国政府の外交使節団，領事機関の

構成員（随員を含む。）及びその家族，外国軍隊の軍人・軍属（その家族を含む。）は除外される。 

この調査は標本調査として実施しており，国勢調査の約 100 万調査区から約 2,900 調査区を選定し，

その調査区内から選定された約４万世帯（基礎調査票の対象世帯，特定調査票についてはうち約１万

世帯が対象）及びその世帯員が調査対象となるが，就業状態は世帯員のうち 15 歳以上の者（約 10 万

人）について調査している。（詳細は「付３ 標本抽出方法，結果の推定方法及び推定値の標本誤差」

参照） 

 

４ 調査の期日及び期間 

調査は，毎月末日（12 月は 26 日）現在で行う。 

就業状態については，毎月の末日に終わる１週間（12 月は 20 日から 26 日までの１週間。以下「調

査週間」という。）の状態を調査する。 

 

５ 調査の流れ 

調査の流れは，次のとおりである。 

 

                                     

                

 

６ 調査の方法 

(1) 調査員は，担当調査区内にある全ての住戸（住宅やその他の建物の各戸で，一つの世帯が居住で

きるようになっている建物又は建物の一区画）を記入した名簿を作成する。この名簿から総務省統

計局の定める方法により，指導員が所定数の住戸を選定する。選定された住戸について，そこに居

住する世帯を調査する。 

(2) 調査は，基礎調査票と特定調査票の２種類で行う。基礎調査票については，２年にわたり同一の

２か月を調査し，特定調査票については２年目２か月目のみ調査する。（詳細は「付３ 標本抽出

方法，結果の推定方法及び推定値の標本誤差」参照） 

(3) 調査員は，調査週間の始まる前７日以内に，選定された住戸を訪問し，その住戸に住んでいる世

帯（以下「調査世帯」という。）に調査票を配布して記入を依頼し，記入の説明を行う。また，調

査週間の終了後３日以内に調査世帯を再び訪問し，記入内容を検査の上，調査票を収集する。 

(4) 調査票は，調査員から都道府県へ提出され，指導員が記入内容を検査した後，総務省統計局へ提

出される。 

 

都道府県知事 調査世帯調査員 指導員 総務大臣 
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７ 集計及び結果の公表 

総務省統計局に提出された調査票は，独立行政法人統計センターにおいて集計される。調査の結果

は，インターネット，刊行物及び閲覧に供する方法で公表する。 

(1) 基本集計：基礎調査票から集計 

【全国】 

全国結果（月別並びに四半期，暦年及び年度の各平均）は，原則として調査月の翌月末に公表す

る。また，年平均結果を収録する「労働力調査年報」は調査年の翌年５月に刊行する。 

【地域】 

11 地域別結果（四半期及び年平均）は，当該期間の最終月の翌月末に公表する。また，この結果

は年報にも掲載される。 

都道府県別結果（モデル推計値；基本集計のうち主要項目のみ）は，四半期及び年平均を最終調

査月の翌々月に参考として公表している。 

(2) 詳細集計：主として特定調査票から集計 

【全国】 

全国結果（四半期及び年平均）は，最終調査月の翌々月に公表する。また，年平均を収録する「労

働力調査年報」は調査年の翌年５月に刊行する。 
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付２ 用 語 の 解 説 
 
［※１］は基本集計に関する用語，［※２］は詳細集計に関する用語，無印は両集計に共通の用語 

 

１ 15 歳以上人口について 
＜年齢＞ 

調査月の末日現在の満年齢である。 

 

＜配偶関係＞ 

戸籍上の届出の有無に関係なく，調査時の状態により区分した。 

 

＜世帯主との続き柄＞ 

世帯主の配偶者：世帯主の妻又は夫 

その他の家族：世帯主の配偶者以外の親族世帯員 

 

＜教育＞［※２］ 

調査日現在，学校に在学しているか否かによって在学中，卒業及び在学したことがないの三つに区分し，

「在学中」については，「小学・中学・高校」，「短大・高専」，「大学・大学院」に，「卒業」については，

「小学・中学・高校・旧中」，「短大・高専」，「大学」，「大学院」にそれぞれ区分した。 
なお，上記各学校と入学資格や在学年数が同等で，これらの卒業に相当する資格が得られるものについ

ては，それぞれ相当する区分に含めた。 
 

＜就業状態＞ 

15 歳以上人口について，調査週間中の活動状態に基づき，ＩＬＯ基準（1982 年決議）に従い次のよう

に区分した。 
 

主に仕事 
従業者  通学のかたわらに仕事 

就 業 者       家事などのかたわらに仕事 
労 働 力 人 口          休業者 

完全失業者 
15 歳以上人口 

通学 
非労働力人口  家事 

その他（高齢者など） 
 
労 働 力 人 口：15 歳以上の人口のうち，「就業者」と「完全失業者」を合わせたもの 

就 業 者：「従業者」と「休業者」を合わせたもの 

従 業 者：調査週間中に賃金，給料，諸手当，内職収入などの収入を伴う仕事（以下「仕事」と 

いう。）を１時間以上した者。なお，家族従業者は，無給であっても仕事をしたとする。 

休 業 者：仕事を持ちながら，調査週間中に少しも仕事をしなかった者のうち， 

①雇用者で，給料・賃金の支払を受けている者又は受けることになっている者。 

なお，職場の就業規則などで定められている育児（介護）休業期間中の者も，職

場から給料・賃金をもらうことになっている場合は休業者となる。雇用保険法（昭

和 49 年法律第 116 号）に基づく育児休業基本給付金や介護休業給付金をもらう

ことになっている場合も休業者に含む。 

②自営業主で，自分の経営する事業を持ったままで，その仕事を休み始めてから 30

日にならない者 

なお，家族従業者で調査週間中に少しも仕事をしなかった者は，休業者とはしない

で，完全失業者又は非労働力人口のいずれかとした。 

 

完全失業者：次の三つの条件を満たす者 

①仕事がなくて調査週間中に少しも仕事をしなかった（就業者ではない。）。 

②仕事があればすぐ就くことができる。 

③調査週間中に，仕事を探す活動や事業を始める準備をしていた（過去の求職活動

の結果を待っている場合を含む。）。 
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非労働力人口：15 歳以上の人口のうち，「就業者」と「完全失業者」以外の者 

労働力人口比率：15 歳以上の人口に占める「労働力人口」の割合 

就 業 率：15 歳以上の人口に占める「就業者」の割合 

完 全 失 業 率：「労働力人口」に占める「完全失業者」の割合 
 
 
２ 就業者について 
調査週間中に二つ以上の仕事に従事した者は，主に従事した仕事について分類した。 

＜従業上の地位＞ 

就業者を次のように区分した。 

 

 
                      雇有業主 
               自 営 業 主        一般雇無業主 
                      雇無業主 

内職者 
 
        就 業 者  家族従業者 
                            役員 
                      常  雇        無期の契約 
                            一般常雇 
               雇 用 者  臨 時 雇        有期の契約 
 
                      日  雇 
 
 
自 営 業 主：個人経営の事業を営んでいる者 

雇 有 業 主：一人以上の有給の従業者を雇って個人経営の事業を営んでいる者 

雇 無 業 主：従業者を雇わず自分だけで又は自分と家族だけで個人経営の事業を営んでいる者 

一般雇無業主：「雇無業主」のうち，「内職者」を除いた者 

内 職 者：自宅で内職（賃仕事）をしている者 

家族従業者：自営業主の家族で，その自営業主の営む事業に無給で従事している者 

雇 用 者：会社，団体，官公庁又は自営業主や個人家庭に雇われて給料・賃金を得ている者及び

会社，団体の役員 

常 雇：「役員」と「一般常雇」を合わせたもの 

役 員：会社，団体，公社などの役員（会社組織になっている商店などの経営者を含む。） 

一般常雇：１年を超える又は雇用期間を定めない契約で雇われている者で「役員」以外の者 

無期の契約：「一般常雇」のうち，雇用契約期間の定めがないもの（定年までの場合を含む。） 

有期の契約：「一般常雇」のうち，雇用契約期間が１年を超えるもの 

臨 時 雇：１か月以上１年以内の期間を定めて雇われている者 

日 雇：日々又は１か月未満の契約で雇われている者 
 
 

＜雇用形態＞ 

会社，団体等の役員を除く雇用者について，勤め先での呼称によって，「正規の職員・従業員」，「パ－

ト」，「アルバイト」，「労働者派遣事業所の派遣社員」，「契約社員」，「嘱託」，「その他」の七つに区分した。   
なお，「正規の職員・従業員」以外の６区分をまとめて「非正規の職員・従業員」として表章している。 
 

＜月末１週間の就業日数＞［※１］ 

調査週間中，本業・副業に関わらず，実際に仕事に従事した日数。「仕事を休んでいた」者は，月末１

週間の就業日数を０日とした。 

平均週間就業日数：従業者の月末１週間の就業日数の総数／従業者数（月末１週間の就業日数不詳の者 

を除く。） 

 

＜月末１週間の就業時間（週間就業時間）＞ 

調査週間中，実際に仕事に従事した時間（二つ以上の仕事をした場合は，それらの就業時間を合計した

もの）。｢仕事を休んでいた｣者は，就業時間を０時間とした。 

延週間就業時間：従業者の週間就業時間の総数 

平均週間就業時間：延週間就業時間／従業者数（週間就業時間不詳の者を除く。） 
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＜月間就業日数＞［※１］ 

調査月の 1か月間に実際に仕事に従事した日数 

平均月間就業日数：集計対象＊者の月間就業日数の総数／集計対象＊者数 

＊ 集計対象：月間就業日数１日以上の就業者（月間就業日数不詳の者を除く。） 
 

＜月間就業時間＞ 

従業者について，次の式により算出 

月 間 就 業 時 間：（週間就業時間／月末１週間の就業日数）×月間就業日数 

平均月間就業時間：従業者の月間就業時間の総数／従業者数（月間就業時間不詳の者を除く。） 

 

＜年間就業日数＞［※１］ 

平均年間就業日数：集計対象＊者の月間就業日数の総数の年間合計／集計対象＊者数の年平均（１か月当

たり） 

＊ 各月における集計対象：月間就業日数１日以上の就業者（月間就業日数不詳の者を除く。） 
 

＜年間就業時間＞［※１］ 

平均年間就業時間：従業者の月間就業時間の総数の年間合計／従業者数（月間就業時間不詳の者を除く。） 

の年平均（１か月当たり） 

 

＜就業者の属性＞ 

産 業：就業者について，調査週間中，その者が実際に仕事をしていた勤め先・業主の主な事 

業の種類を日本標準産業分類に基づいて分類した。また，労働者派遣事業所の派遣社

員の場合は，派遣先の事業所の事業の種類を分類した（2013 年１月に派遣元から派遣

先に変更）。 

ただし，統計表中の「非農林業」とは「農業，林業」以外の産業をいう。なお，分類

不能の産業は便宜上，「非農林業」に含めた。（詳細は「付８ 産業・職業分類表」参

照） 

職 業：就業者について，調査週間中，その者が実際にしていた仕事の種類を日本標準職業分 

類に基づいて分類した。また，労働者派遣事業所の派遣社員の場合は，派遣先でその

者が実際にしていた仕事の種類を分類した。（詳細は「付８ 産業・職業分類表」参照） 

従 業 者 規 模：働いている事業所が属する企業（本店・支店・工場・出張所などを含めた企業全体） 

でふだん働いている従業者数の規模により区分した。労働者派遣事業所の派遣社員の

場合は，実際に働いている派遣先事業所が属する企業の従業者数の規模により区分し

た（産業と同様に，2013 年１月に派遣元から派遣先に変更）。 

ただし，勤め先が官公庁，国営・公営の事業所（例えば国・公立の小学校，中学校，

高等学校，国・公立の病院），独立行政法人，国立大学法人などの場合は，従業者数で

区分せず，「官公」とした。 

経 営 組 織：個人，会社，団体，官公に区分した。 

会社とは，株式会社（旧有限会社法に基づいて設立された有限会社を含む。），合名会

社，合資会社，合同会社及び相互会社のことをいう。 

団体には，特殊法人等（日本銀行，公庫，ＮＨＫなど），学校法人，医療法人，宗教

法人，その他の団体などが含まれる。 

官公には，官公庁，国営・公営の事業所（例えば国・公立の小学校，中学校，高等学

校，国・公立の病院），独立行政法人，国立大学法人などが含まれる。 

 

＜在職期間＞［※２］ 

現在行っている仕事に従事した期間 

 

＜就業異動＞［※２］ 

転 職 者：就業者のうち前職のある者で，過去１年間に離職を経験した者 

新規就業者：就業者のうち過去１年間に新たに仕事に就いた者 

転職者比率：「就業者」に占める「転職者」の割合 

 

 

 

［※１］ 
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＜転職等希望の有無＞［※２］ 

仕事に対する希望と求職活動の有無によって，就業者を次のように区分した。 
   

求職者 
                転職等希望者 
                        非求職者 
          就 業 者 

  転職等非希望者                       
   

転職等希望者：現在の仕事を辞めてほかの仕事に変わりたいと希望している者及び現在の仕事のほか 

に別の仕事もしたいと希望している者。 

ただし，ここでいう転職とは，雇用者についていえば企業間の転職，すなわち勤め先が

変わることであり，同一企業内で勤務地や職種が変わる場合は転職としない。 

求職者（仕事を探している）：転職等希望者のうち，希望する仕事について実際に仕事を探して

いたり，準備をしたりしている者 

非求職者（仕事を探していない）：求職者以外の者 

転職等非希望者：転職及び追加的な就業のいずれも希望していない就業者 

 

＜就業時間増減希望の有無＞［※２］ 

時間数増加希望者：現在の仕事を継続しながら就業時間数を増やしたいと希望している者 

時間数減少希望者：現在の仕事を継続しながら就業時間数を減らしたいと希望している者 
 
 
３ 完全失業者について 
＜求職理由＞ 

完全失業者の仕事を探し始めた理由によって，次のように区分した。 

 仕 事 を や め た た め 求 職：「非自発的な離職」と「自発的な離職」を合わせたもの 
 非 自 発 的 な 離 職：「定年又は雇用契約の満了による離職」と「勤め先や事業の都合に 

よる離職」を合わせたもの 
 定年又は雇用契約の満了による離職：定年や雇用期間の満了による離職失業者 
 勤 め 先 や 事 業 の 都 合 に よ る 離 職：勤め先や事業の都合（倒産，人員整理等）による離職失業者 

 自発的な離職（自己都合）：自分又は家族の都合による離職失業者 
 新 た に 求 職：「学卒未就職」，「収入を得る必要が生じたから」及び「その他」を 

合わせたもの 
 学 卒 未 就 職：学校を卒業して仕事に就くために，新たに仕事を探し始めた者 
 収入を得る必要が生じたから：収入を得る必要が生じたために，新たに仕事を探し始めた者 
 そ の 他：上記のどれにも当てはまらない場合で，新たに仕事を探し始めた者 

 
＜求職方法＞［※２］ 

２種類以上の方法により求職している場合は，全てを調査するとともに，そのうちの主な方法（一つ）

についても調査した。 

 

＜失業期間＞［※２］ 

仕事がない状態で，仕事を探し始めたり，事業の開始の準備を始めたりしてからの期間 

 

＜求職活動時期＞［※２］ 

調査日までの１か月間に仕事を探したり，事業の開始の準備をしたか否かを調査した。 

 

＜離職した完全失業者＞［※２］ 

前職のある完全失業者のうち，前職を辞めたことを理由として求職している者 
 
 
４ 非労働力人口について 
＜就業希望の有無＞［※２］ 

非労働力人口について，仕事をしたいと思っているかどうかによって，次のように区分した。 

就業希望者：就業を希望している者 

就業内定者：既に仕事が決まっている者 

就業非希望者：就業を希望していない者 
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５ 前職のある者について 
＜前職の離職時期＞［※２］ 

離職者について，その離職時期を次のa～cのように区分した。 

「前職の従業上の地位」，「前職の雇用形態」，「前職の産業」，「前職の職業」及び「前職の従業者規模」

については，過去３年以内の離職者についてのみ集計した。 

a ３年超に離職 

b １年超３年以内に離職 

c 過去１年間に離職 
 
 
６ 世帯について 
＜世帯の種類＞ 

２人以上の世帯：住居と生計を共にしている二人以上の人の集まり 

単 身 世 帯：一人で一戸を構えて暮らしている者や，単身で間借りをしている者，あるいは寮，寄

宿舎，下宿屋などに居住する単身者一人一人 

単身の住み込みの雇い人は，その住み込んでいる世帯の世帯員とした。 

また，老人ホームなど社会福祉施設の入所者や病院・療養所の入院者（既に３か月以上入院している者

のみ）は，その一人一人（夫婦で１室に住んでいる場合はその夫婦ごと）を一世帯とした。 

 

＜親族世帯＞ 

世帯主のほかに少なくとも一人の親族世帯員がいる世帯 

 

＜核家族世帯＞ 

親族世帯のうち，親族世帯員が「世帯主と世帯主の配偶者のみ」又は「親と子供の関係にある者のみ」

で構成されている世帯 

 

＜夫婦のいる世帯＞ 

２人以上の世帯で，世帯主と親族世帯員のみで構成されている世帯のうち，次のa～dに区分される世帯

を夫婦のいる世帯とした。 

a 夫婦のみの世帯 

b 夫婦と親から成る世帯 

c 夫婦と子供から成る世帯 

d 夫婦，子供と親から成る世帯 

この場合，夫婦とは，世帯内で最も若い夫婦のことをいう。すなわち，世帯内に二組以上の夫婦がいる

場合は，夫の年齢が最も若い夫婦を「夫婦」とした。また，夫，妻とは，この夫婦に該当するもののみを

いい，親，子供（未婚に限る。）とは，この夫婦からみた親又は子供をいう。 

 

＜母子世帯＞ 

母親と20歳未満の未婚の子供のみから成る世帯を母子世帯とした。 

 

＜高齢者世帯＞ 

次の a～dに区分される世帯を高齢者世帯とした。 

a 男性65歳以上，女性60歳以上の者のみから成る２人以上の世帯 

b 男性65歳以上の者のみから成る２人以上の世帯 

c 女性60歳以上の者のみから成る２人以上の世帯で，少なくとも一人65歳以上の者がいる世帯 

d 65歳以上の単身世帯（高齢者単身世帯） 
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付３ 標本抽出方法，結果の推定方法及び推定値の標本誤差 
 
１ 標本抽出の方法 
この調査は，層化２段抽出法による標本調査であり，調査区＊を第１次抽出単位とし，住戸＊＊を第２次
抽出単位としている。 
＊   国勢調査調査区 
＊＊ 住宅やその他の建物の各戸で，一つの世帯が居住できるようになっている建物又は建物の一区画 

(1) 調査区の抽出（第１次抽出） 
第１次抽出における調査区の抽出は，各地域＊ごとに全ての調査区を国勢調査の結果等に基づく特性

により層に分けて（詳細は，次ページの「参考」参照），各地域の各層ごとに，所定の抽出率と所定の
抽出起番号を用いて系統抽出法により行う。この系統抽出は，各調査区のウエイト（15 世帯がほぼ１
ウエイトとなるように各調査区に付されている値）に基づく確率比例抽出によっている。毎月の標本調
査区数は約 2,900 となっている。 
ただし，刑務所・拘置所等のある区域＊＊（国勢調査調査区番号の後置番号が５の調査区），自衛隊区

域＊＊（同６の調査区），駐留軍区域（同７の調査区）及び水面調査区（同９の調査区）については，抽
出を行っていない。 
＊  北海道，東北（青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県及び福島県），南関東（埼玉県，千葉県，

東京都及び神奈川県），北関東・甲信（茨城県，栃木県，群馬県，山梨県及び長野県），北陸（新潟

県，富山県，石川県及び福井県），東海（岐阜県，静岡県，愛知県及び三重県），近畿（滋賀県，京

都府，大阪府，兵庫県，奈良県及び和歌山県），中国（鳥取県，島根県，岡山県，広島県及び山口県），

四国（徳島県，香川県，愛媛県及び高知県），九州（福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮

崎県及び鹿児島県）及び沖縄（沖縄県）の 11 地域。 

＊＊ 刑務所・拘置所等のある区域及び自衛隊区域については，それぞれ法務省及び防衛省からそれら施

設内の居住者数の資料を得て集計に加えている。具体的には，刑務所・拘置所等の矯正施設収容者

を非労働力人口に，自衛官の営舎内居住者を就業者にそれぞれ加えている。 

ただし，詳細集計では，特定調査票の調査項目を両省資料から集計するのは困難であることから,  

これらについて集計対象とはしていない。 

(2) 住戸の抽出（第２次抽出） 
第２次抽出における住戸の抽出は，第１次抽出で抽出された調査区（以下「標本調査区」という。）
にある全ての住戸を確認して名簿を作成し，その中から，１調査区当たり抽出住戸数がほぼ 15 となる
ような所定の抽出率（ウエイトの逆数に等しい。）及び抽出起番号を用いて系統（等間隔）抽出により
行う。抽出された住戸に調査日現在で居住する全ての世帯（合計約４万世帯）が調査対象となる。 
ア 月次結果や年平均結果の精度と，月々及び年間の変化を見る場合の精度とを考慮し，一つの標本調
査区は４か月間調査を行い，前半（２か月間）と後半（２か月間）とで調査区内の調査世帯（第２次
抽出で抽出された住戸に居住する世帯）を替えている。 
イ 前年の結果との比較の精度を高めるため，標本調査区として選定された調査区は，翌年の同月に再
び調査を行う＊。 
すなわち，毎月の全標本調査区のうち，半数はその年に新たに調査を行う調査区（したがって，翌
年同月に再び調査を行う調査区。以下「１年目調査区」という。）となり，残り半数は前年同月に調
査を行った調査区（以下「２年目調査区」という。）となるようにしている。 
＊ 各標本調査区について，翌年までに無くなった住戸に居住していた調査世帯は調査から除かれる。 
一方，新設された住戸は名簿に追加され，その名簿から住戸が追加抽出されそこに居住する世帯が

調査世帯に追加される。 

ウ 以上の標本交替を行うため及び推定値の標本誤差の算出のため，標本調査区は，調査開始月（Ａ，
Ｂ，Ｃ又はＤで表す。）及び１年目調査区か２年目調査区か（それぞれ１又は２で表す。）により区分
され次のような８組の副標本で構成されている。なお，各副標本は，それぞれ同等な無作為標本とな
るように設計されている。 
８組の副標本 
Ａ１･･････１月，５月又は９月に調査開始の１年目調査区 
Ａ２･･････１月，５月又は９月に調査開始の２年目調査区 
Ｂ１･･････２月，６月又は 10 月に調査開始の１年目調査区 
Ｂ２･･････２月，６月又は 10 月に調査開始の２年目調査区 
Ｃ１･･････３月，７月又は 11 月に調査開始の１年目調査区 
Ｃ２･･････３月，７月又は 11 月に調査開始の２年目調査区 
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Ｄ１･･････４月，８月又は 12 月に調査開始の１年目調査区 
Ｄ２･･････４月，８月又は 12 月に調査開始の２年目調査区 

このように，副標本８組のうち，４組は１年目調査区で，残り４組は２年目調査区となる。 
この結果，いずれの月においても，これらの副標本のうち，２組（すなわち標本調査区の数にすると
４分の１）について標本調査区の交替が行われ，他の２組について同一調査区の中で調査世帯の交替が
行われる。したがって，標本調査区が交替する組と標本調査区の中の調査世帯が交替する組とを合わせ
ると，毎月２分の１の調査世帯が更新されることになる。 
なお，特定調査票の調査世帯は２年目２か月目に当たる２組のもの（Ａ２及びＣ２の組又はＢ２及び
Ｄ２の組）である＊。 
＊ 詳細集計の調査規模は基本集計の約４分の１となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 結果の推定方法 
(1) 結果の推定（基本集計） 
ア 毎月の全国結果は，男女，年齢５歳階級（15 区分＊）及び地域（11 区分＊＊）別に，国勢調査に基
づく推計人口をベンチマーク人口（２の(3)参照）とする比推定によって算出している。 
＊  2007年から15区分(15～19歳から80～84歳までの５歳階級及び85歳以上)別の推計に変更した。 

＊＊ 2012 年から標本設計での層化区分と同じ 11 区分（北海道，東北，南関東，北関東・甲信，北陸，

東海，近畿，中国，四国，九州及び沖縄）別の推計に変更した。 

算出の基本式は，次のとおりである（就業者数の例）。 

                     線型推定による就業者数 
 就業者数 ＝ ベンチマーク人口 ×  

                           線型推定による人口 

（注）線型推定：調査で得られた人口に抽出率の逆数を掛け，全体の人口を推計すること 

イ 四半期平均，年平均等の平均結果は，該当する期間の月次結果を単純平均して算出している。 
(2) 推定の手順（基本集計） 
 全国結果の算出手順は，以下のとおりである。 

(i) 各標本調査区の男女，年齢階級別調査人口に線型推定用乗率を乗じて必要な合算を行い，男女，
年齢階級，地域別人口の線型推定値を算出する。 

(ii) 男女，年齢階級，地域別に，ベンチマーク人口をそれぞれ(i)で算出した線型推定値で除し，比
推定用乗率を算出する。 

(iii) 各標本調査区の属性Χを有する男女，年齢階級別調査人口に，線型推定用乗率を乗じて必要な
合算を行い，さらに(ii)で算出した比推定用乗率を乗じて，男女，年齢階級，地域別の比推定値 X~を
算出する。 

(iv) この比推定値 X~を，男女，年齢階級，地域別について合算して，各種の結果数字を得る。 
 
（参考）上記(i)，(ii)，(iii)をまとめて計算式で表すと，次のとおりである。 
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（参考）調査区の層化及び調査区の切替えについて 

○労働力調査では，標本の抽出に当たって，調査結果の精度向上（すなわち，標本誤差の縮小）を図るこ

とを目的として，第１次抽出単位である調査区の層化を行っている。 

○労働力調査の層化の基準としては，結果の利用上重要度の高い項目，すなわち産業や従業上の地位別就

業者数で精度の高い結果が得られるよう，調査区の産業・従業上の地位別の就業者構成を第一義的に用

いている。このほか，寮・寄宿舎，病院・療養所，社会施設及び給与住宅に居住している人の就業状態

は均質的であり，これらの有無が調査区を特徴付ける場合が多いことから，調査区における住居の形態

も層化の基準に加えている。 

○層化の基準となる調査区ごとの就業者構成等は，国勢調査の結果等を用いている。最新の就業構造の変

化に対応するため，５年ごとに直近の国勢調査調査区への切替えを行い，併せて層化基準についても見

直しを行っている。 

層化についての詳細は，ホームページに掲載してある「標本設計の解説」（<http://www.stat.go.jp/data

/roudou/9.htm>）を参照されたい。 
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ここで 

l : 11地域，層による区分の番号（l = 1, 2, …, L） 
i : 各区分中の標本調査区の番号（i = 1, 2, …, ml） 
xli : 第 l区分，第 i標本調査区内の属性 Xを有する調査人口（男女，年齢階級別） 
wli : 第 l区分，第 i標本調査区のウエイト 
fli : 第 l区分，第 i標本調査区の住戸の抽出率の逆数（fli = wli） 
wl : 第 l区分に含まれる全ての調査区のウエイトの合計 
ml : 第 l区分の標本調査区数 
Fl : 第 l区分の線型推定用乗率（Fl = wl / ml） 
P : ベンチマーク人口（男女，年齢階級，地域別） 

Pli : 第 l区分，第 i標本調査区内の調査人口（男女，年齢階級別） 

は比推定用乗率
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 (3) ベンチマーク人口及びベンチマーク人口の基準切替え 
ア 結果を算出するためのベンチマーク人口には，「人口推計」（総務省統計局）を用いる。人口推計で
は，国勢調査による人口を基礎に，その後の人口の動きを他の人口関連資料から得て，月末現在で加
減することにより，毎月１日現在の推計人口を算出しており，月末１週間を調査期間とする労働力調
査においては，翌月１日現在の概算値を用いることとしている＊。 
＊ 2007 年から推計人口の算出に用いる社会動態について，日本人の出入（帰）国者数を「海外滞在期

間 91 日以上出入（帰）国者数」を用いて算出する方法に変更した。 

イ ベンチマーク人口となる推計人口は，最新の国勢調査の人口を基礎としており，５年ごとに新たな
国勢調査の確定人口に基づく計算値に基準切替えが行われる。このため，労働力調査の結果の算出に
用いる基準人口も５年ごとに基準切替えが行われる。旧基準による推計人口と新基準による推計人口
との間に相違がある場合，労働力調査の基準人口の基準切替えが行われた年の結果には，これに伴う
変動分が含まれる。 
なお，労働力調査における現在の基準人口は，2010 年国勢調査の確定人口に基づくもので，旧基
準の 2005 年国勢調査から新基準の 2010 年国勢調査への基準切替えは，基本集計は 2012 年１月，詳
細集計は 2012 年１～３月期平均から行った。 
 
（参考１）基準人口の切替え等による変動分（基本集計）（推計；概数）〔単位 万人，ポイント〕 

 15 歳以上

人口 
就業者数

完全 

失業者数

非労働力 

人口 

完全 

失業率 

1982 年１月切替え(1981 年平均結果) 

（1980 年国勢調査基準への切替え） 
－ 4 － 3 0 － 1 0.0 

1987 年１月切替え(1986 年平均結果) 

（1985 年国勢調査基準への切替え） 
＋ 7 ＋ 4 0 ＋ 3 0.0 

1992 年１月切替え(1991 年平均結果) 

（1990 年国勢調査基準への切替え） 
－11 － 7 0 － 4 0.0 

1997 年１月切替え(1996 年平均結果) 

（1995 年国勢調査基準への切替え） 
＋28 ＋17 ＋ 1 ＋10 0.0 

2002 年１月切替え(2001 年平均結果) 

（2000 年国勢調査基準への切替え） 
－ 6 － 4 0 － 2 0.0 

2007 年１月切替え(2006 年平均結果) 

（2005 年国勢調査基準への切替え） 
＋ 6 － 6 － 1 ＋13 0.0 

2012 年１月切替え(2011 年 12 月結果) 

（2010 年国勢調査基準への切替え） 
＋69 ＋44 ＋ 1 ＋24 0.0 
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（注）   ・1975 年基準切替え（1978 年１月～）の際は，1970 年 10 月から 1977 年 12 月までの間を遡及改定した。このため 

改定された数値は公表当時の報告書（1977 年報など）とは異なる。なお，この時，従前の１％抽出集計から全数

集計結果を基準人口とする変更もなされている。 

・2007 年から，推計人口の算出方法が変更されたため，2007 年の推計人口の季節変動は 2006 年の推計人口の季節

変動と異なっている。この影響により，2007 年月次結果の基準人口の切替え等による変動分は月により異なる。 

・2010 年基準切替え（2012 年１月～）については，2011 年平均が東日本大震災の影響により岩手県，宮城県及び

福島県を除く全国結果であることから，全国結果での変動分を参考とするため，2010 年国勢調査基準（推計上の

地域区分変更を含む）による 2011 年 12 月分について遡及結果と公表値との差を掲載している。 

 

(4) 詳細集計の推定 
全国結果の算出手順は，以下のとおりである。 
四半期平均及び年平均結果は，該当する期間の月次結果を単純平均して算出している。 
月次結果については，毎月の男女，年齢 10 歳階級（６区分＊），就業状態（就業者，完全失業者，非

労働力人口），従業上の地位（５区分＊＊），雇用形態（８区分＊＊＊）別人口が基本集計結果（月別値）に
合うよう比例補正して算出している（2002～2006 年は非労働力人口の基準人口に，基本集計における
就業状態不詳が含まれていた。また，2012 年までは男女，年齢 10 歳階級（５区分），就業状態の区分
で比例補正を行っていた。）。 
比例補正の基本式は，次のとおりである。 
（例：特定調査票Ａ欄（就業者に係る項目）の項目の場合） 

Ａ欄の推定値＝線型推定値によるＡ欄の値×（基本集計の就業者数／詳細集計の就業者数） 
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四角形

isogayam
四角形



大分類 主な業種
農業，林業 農業 耕種農業　畜産農業　農業サービス業　園芸サービス業

林業 育林業　素材生産業　特用林産物生産業（きのこ類の栽培を除く）　林業サービス業

漁業 漁業（水産養殖業を除く） 海面漁業　内水面漁業

水産養殖業 海面養殖業　内水面養殖業

鉱業，採石業， 鉱業，採石業，砂利採取業 金属鉱業　石炭・亜炭鉱業　原油・天然ガス鉱業　採石業，砂・砂利・玉石採取業

　砂利採取業 窯業原料用鉱物鉱業

建設業 総合工事業 一般土木建築工事業　土木工事業　舗装工事業　建築工事業　木造建築工事業

建築リフォーム工事業

職別工事業（設備工事業を 大工工事業　とび・土工・コンクリート工事業　鉄骨・鉄筋工事業

　除く） 石工・れんが・タイル・ブロック工事業　左官工事業　板金・金物工事業

塗装工事業　床・内装工事業

設備工事業 電気工事業　電気通信・信号装置工事業　管工事業

機械器具設置工事業

製造業 食料品製造業 畜産食料品製造業　水産食料品製造業　野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業

調味料製造業　糖類製造業　精穀・製粉業　パン・菓子製造業　動植物油脂製造業

飲料・たばこ・飼料製造業 清涼飲料製造業　酒類製造業　茶・コーヒー製造業　製氷業　たばこ製造業　

飼料・有機質肥料製造業

繊維工業 製糸業，紡績業，化学繊維・ねん糸等製造業　織物業　ニット生地製造業　染色整理業

綱・網・レース・繊維粗製品製造業　外衣・シャツ製造業　下着類製造業

和装製品・その他の衣服・繊維製身の回り品製造業

木材・木製品製造業 製材業，木製品製造業　造作材・合板・建築用組立材料製造業

　（家具を除く） 木製容器製造業（竹，とうを含む）

家具・装備品製造業 家具製造業　宗教用具製造業　建具製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業 パルプ製造業　紙製造業　加工紙製造業　紙製品製造業　紙製容器製造業

印刷・同関連業 印刷業　製版業　製本業，印刷物加工業　印刷関連サービス業

化学工業 化学肥料製造業　無機化学工業製品製造業　有機化学工業製品製造業

油脂加工製品・石けん・合成洗剤・界面活性剤・塗料製造業　医薬品製造業

化粧品・歯磨・その他の化粧用調整品製造業

石油製品・石炭製品製造業 石油精製業　潤滑油・グリース製造業　コークス製造業　舗装材料製造業

プラスチック製品製造業 プラスチック板・棒・管・継手・異形押出製品製造業

　（別掲を除く） プラスチックフィルム・シート・床材・合成皮革製造業　工業用プラスチック製品製造業

発泡・強化プラスチック製品製造業

プラスチック成形材料製造業（廃プラスチックを含む）

ゴム製品製造業 タイヤ・チューブ製造業　ゴム製・プラスチック製履物・同附属品製造業

ゴムベルト・ゴムホース・工業用ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業 なめし革製造業　工業用革製品製造業　革製履物用材料・同附属品製造業

革製履物製造業　革製手袋製造業　かばん製造業　袋物製造業　毛皮製造業

窯業・土石製品製造業 ガラス・同製品製造業　セメント・同製品製造業　建設用粘土製品製造業

陶磁器・同関連製品製造業　耐火物製造業　炭素・黒鉛製品製造業

研磨材・同製品製造業　骨材・石工品等製造業

鉄鋼業 製鉄業　製鋼・製鋼圧延業　製鋼を行わない鋼材製造業　表面処理鋼材製造業

鉄素形材製造業

非鉄金属製造業 非鉄金属第１次製錬・精製業　非鉄金属第２次製錬・精製業（非鉄金属合金製造業を含む）

非鉄金属・同合金圧延業（抽伸，押出しを含む）　電線・ケーブル製造業

非鉄金属素形材製造業

金属製品製造業 ブリキ缶・その他のめっき板等製品製造業　洋食器・刃物・手道具・金物類製造業

暖房装置・配管工事用附属品製造業　建設用・建築用金属製品製造業（製缶板金業を含む）

金属素形材製品製造業　金属被覆・彫刻業，熱処理業（ほうろう鉄器を除く）

金属線製品製造業　ボルト・ナット・リベット・小ねじ・木ねじ等製造業

平成21年１月～

労働力調査産業分類内容例示

※表中の大分類及び中分類は日本標準産業分類（平成19年11月改定）によるものであり，「主な業種」に表示されている項目は原則として
　小分類である。
　労働力調査においては，大分類及び中分類を表章している。ただし，中分類欄中斜体の業種については表章していない。
　なお，詳細集計では，大分類のみ表章している。
（注）労働力調査においては，日本標準産業分類中分類の「無店舗小売業」に該当するものを，勤め先小売事業所が取り扱う商品の種類により
　　　「各種商品小売業」，「織物・衣服・身の回り品小売業」，「飲食料品小売業」，「機械器具小売業」，「その他の小売業」のいずれかに
　　　分類している。

中分類

（日本標準産業分類第12回改定による）
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大分類 主な業種
製造業(続き) はん用機械器具製造業 ボイラ・原動機製造業　ポンプ・圧縮機器製造業　一般産業用機械・装置製造業

生産用機械器具製造業 農業用機械製造業（農業用器具を除く）　建設機械・鉱山機械製造業　繊維機械製造業

生活関連産業用機械製造業　基礎素材産業用機械製造業　金属加工機械製造業

半導体・フラットパネルディスプレイ製造装置製造業

業務用機械器具製造業 事務用機械器具製造業　サービス用・娯楽用機械器具製造業

計量器・測定器・分析機器・試験機・測量機械器具・理化学機械器具製造業

医療用機械器具・医療用品製造業　光学機械器具・レンズ製造業　武器製造業

電子部品・デバイス・ 電子デバイス製造業　電子部品製造業　記録メディア製造業　電子回路製造業

　電子回路製造業 ユニット部品製造業

電気機械器具製造業 発電用・送電用・配電用電気機械器具製造業　産業用電気機械器具製造業

民生用電気機械器具製造業　電球・電気照明器具製造業　電池製造業

電子応用装置製造業　電気計測器製造業

情報通信機械器具製造業 通信機械器具・同関連機械器具製造業　映像・音響機械器具製造業

電子計算機・同附属装置製造業

輸送用機械器具製造業 自動車・同附属品製造業　鉄道車両・同部分品製造業

船舶製造・修理業，舶用機関製造業　航空機・同附属品製造業

産業用運搬車両・同部分品・附属品製造業

その他の製造業 貴金属・宝石製品製造業　装身具・装飾品・ボタン・同関連品製造業

時計・同部分品製造業　楽器製造業　がん具・運動用具製造業

ペン・鉛筆・絵画用品・その他の事務用品製造業

漆器製造業　畳等生活雑貨製品製造業

電気・ガス・ 電気業 電気業

　熱供給・水道業 ガス業 ガス業

熱供給業 熱供給業

水道業 上水道業　工業用水道業　下水道業

情報通信業 通信業 固定電気通信業　移動電気通信業　電気通信に附帯するサービス業

放送業 公共放送業　民間放送業　有線放送業

情報サービス業 ソフトウェア業　情報処理・提供サービス業

インターネット附随 インターネット附随サービス業

　サービス業

映像・音声・文字情報制作業 映像情報制作・配給業　音声情報制作業　新聞業　出版業　広告制作業

映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業

運輸業，郵便業 鉄道業 鉄道業

道路旅客運送業 一般乗合旅客自動車運送業　一般乗用旅客自動車運送業

一般貸切旅客自動車運送業

道路貨物運送業 一般貨物自動車運送業　特定貨物自動車運送業　貨物軽自動車運送業　集配利用運送業

水運業 外航海運業　沿海海運業　内陸水運業　船舶貸渡業

航空運輸業 航空運送業　航空機使用業

倉庫業 倉庫業　冷蔵倉庫業

運輸に附帯するサービス業 港湾運送業　貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く）　運送代理店　こん包業

運輸施設提供業

郵便業（信書便事業を含む） 郵便業（信書便事業を含む）

卸売業，小売業 卸売業 各種商品卸売業 各種商品卸売業

繊維・衣服等 繊維品卸売業　衣服卸売業　身の回り品卸売業

　卸売業

飲食料品卸売業 農畜産物・水産物卸売業　食料・飲料卸売業

建築材料，鉱物・ 建築材料卸売業　化学製品卸売業　石油・鉱物卸売業　鉄鋼製品卸売業

　金属材料等 非鉄金属卸売業　再生資源卸売業

　卸売業

機械器具卸売業 産業機械器具卸売業　自動車卸売業　電気機械器具卸売業

その他の卸売業 家具・建具・じゅう器等卸売業　医薬品・化粧品等卸売業　紙・紙製品卸売業

各種商品小売業 百貨店，総合スーパー　通信販売・訪問販売小売業（各種商品小売）

織物・衣服・身の回り品小売業 呉服・服地・寝具小売業　男子服小売業　婦人・子供服小売業　靴・履物小売業

通信販売・訪問販売小売業（織物・衣服・身の回り品小売）

飲食料品小売業 各種食料品小売業　野菜・果実小売業　食肉小売業　鮮魚小売業　酒小売業

菓子・パン小売業　通信販売・訪問販売小売業（飲食料品小売）

機械器具小売業 自動車小売業　自転車小売業　機械器具小売業

通信販売・訪問販売小売業（機械器具小売）

その他の小売業 家具・建具・畳小売業　じゅう器小売業　医薬品・化粧品小売業　農耕用品小売業

燃料小売業　書籍・文房具小売業　スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業

写真機・時計・眼鏡小売業　通信販売・訪問販売小売業（その他の小売）

中分類
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大分類 主な業種
金融業，保険業 銀行業 中央銀行　銀行

協同組織金融業 中小企業等金融業　農林水産金融業

貸金業，ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業等 貸金業　質屋　クレジットカード業，割賦金融業

　非預金信用機関

金融商品取引業， 金融商品取引業　商品先物取引業，商品投資業

　商品先物取引業

補助的金融業等 補助的金融業，金融附帯業　信託業　金融代理業

保険業（保険媒介代理業， 生命保険業　損害保険業　共済事業・少額短期保険業　保険媒介代理業

　保険サービス業を含む） 保険サービス業

不動産業，物品賃貸業 不動産業 不動産取引業 建物売買業，土地売買業　不動産代理業・仲介業

不動産賃貸業・ 不動産賃貸業　貸家業，貸間業　駐車場業　不動産管理業

　管理業

物品賃貸業 各種物品賃貸業　産業用機械器具賃貸業　事務用機械器具賃貸業　自動車賃貸業

スポーツ・娯楽用品賃貸業

学術研究，専門・ 学術・開発研究機関 自然科学研究所　人文・社会科学研究所

　技術サービス業 専門サービス業（他に分類 法律事務所，特許事務所　公証人役場，司法書士事務所，土地家屋調査士事務所

　されないもの） 行政書士事務所　公認会計士事務所，税理士事務所　社会保険労務士事務所

デザイン業　著述・芸術家業　経営コンサルタント業，純粋持株会社

広告業 広告業

技術サービス業（他に分類 獣医業　土木建築サービス業　機械設計業　商品・非破壊検査業　計量証明業　写真業

　されないもの）

宿泊業， 宿泊業 旅館，ホテル　簡易宿所　下宿業

　飲食サービス業 飲食店 食堂，レストラン　専門料理店　そば・うどん店　すし店　酒場，ビヤホール

バー，キャバレー，ナイトクラブ　喫茶店

持ち帰り・配達 持ち帰り飲食サービス業　配達飲食サービス業

　飲食サービス業

生活関連サービス業， 洗濯・理容・美容・浴場業 洗濯業　理容業　美容業　一般公衆浴場業

　娯楽業

その他の生活関連サービス業 旅行業　家事サービス業　衣服裁縫修理業　物品預り業　火葬・墓地管理業　冠婚葬祭業

娯楽業 映画館　興行場，興行団　競輪・競馬等の競走場，競技団

スポーツ施設提供業　公園，遊園地　遊戯場

教育，学習支援業 学校教育 幼稚園　小学校　中学校　高等学校，中等教育学校　特別支援学校　高等教育機関

専修学校，各種学校　学校教育支援機関

その他の教育，学習支援業 社会教育　職業・教育支援施設　学習塾　教養・技能教授業

医療，福祉 医療業 病院　一般診療所　歯科診療所　助産・看護業　療術業　医療に附帯するサービス業

保健衛生 保健所　健康相談施設

社会保険・社会福祉・ 社会保険事業団体　福祉事務所　児童福祉事業　老人福祉・介護事業　障害者福祉事業

　介護事業

複合サービス事業 郵便局 郵便局　郵便局受託業

協同組合（他に分類されない 農林水産業協同組合　事業協同組合

　もの）

サービス業（他に 廃棄物処理業 一般廃棄物処理業　産業廃棄物処理業

　分類されないもの） 自動車整備業 自動車整備業

機械等修理業（別掲を除く） 機械修理業　電気機械器具修理業　表具業

職業紹介・労働者派遣業 職業紹介業　労働者派遣業

その他の事業サービス業 速記・ワープロ入力・複写業　建物サービス業　警備業

政治・経済・文化団体 経済団体　労働団体　学術・文化団体　政治団体

宗教 神道系宗教　仏教系宗教　キリスト教系宗教

その他のサービス業 集会場　と畜場

外国公務 外国公館

公務（他に分類 国家公務 立法機関　司法機関　行政機関

　されるものを除く） 地方公務 都道府県機関　市町村機関

分類不能の産業

中分類
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Ａ　農業，林業 Ａ，Ｂ　農林業

Ｂ　漁業 Ｃ　漁業

Ｃ　鉱業，採石業，砂利採取業 Ｄ　鉱業

Ｄ　建設業 Ｅ　建設業

Ｅ　製造業 Ｆ　製造業

Ｆ　電気・ガス・熱供給・水道業 Ｇ　電気・ガス・熱供給・水道業

Ｇ　情報通信業 Ｈ　情報通信業

Ｈ　運輸業，郵便業 Ｉ　運輸業

Ｉ　卸売業，小売業 Ｊ　卸売・小売業

Ｊ　金融業，保険業 Ｋ　金融・保険業

Ｋ　不動産業，物品賃貸業 Ｌ　不動産業

Ｌ　学術研究，専門・技術サービス
　　業

Ｍ　宿泊業，飲食サービス業 Ｍ　飲食店，宿泊業

Ｎ　生活関連サービス業，娯楽業

Ｏ　教育，学習支援業 Ｏ　教育，学習支援業

Ｐ　医療，福祉 Ｎ　医療，福祉

Ｑ　複合サービス事業 Ｐ　複合サービス事業

Ｒ　サービス業
　　（他に分類されないもの）

Ｑ　サービス業
　　（他に分類されないもの）

Ｓ　公務
　　（他に分類されるものを除く）

Ｒ　公務
　　（他に分類されないもの）

新旧産業分類間の移動
（注）

（注）産業間の移動については主なものだけを記載。
　　　なお，( )内は分類変更に伴い移動するとみられる就業者数（平成20年１月分について試算）。

労働力調査における産業分類（大分類）新旧対応図

（日本標準産業分類第12回改定による）

郵便業(信書便
事業を含む)

持ち帰り・配達
飲食ｻｰﾋﾞｽ業

物品賃貸業

（約22万人）

（約39万人）

（約25万人）

（約16万人）

（約78万人）

（約108万人）

（約40万人）

学術・開発
研究機関

専門ｻｰﾋﾞｽ業

広告業

技術ｻｰﾋﾞｽ業

（約21万人）

（約83万人）

洗濯・理容・
美容・浴場業

娯楽業

その他の生活
関連ｻｰﾋﾞｽ業

（約73万人）
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